
国家戦略特区ＷＧ 集中ヒアリング

有料道路運営の民間への開放
（コンセッション方式の導入）

平成２５年５月２８日（火）

国土交通省道路局



愛知県からの特区提案と対応状況

１．愛知県からの提案

有料道路の分野においても民間の経営ノウハウを積極的に活用す
るため 民間企業が事業主体として参入できる特別の措置を求めるるため、民間企業が事業主体として参入できる特別の措置を求める。

（平成２４年４月）

国土交通大臣

許可

【イメージ図】

地方道路公社 民間事業者

料金

運営権の付与

運営権の対価

２．政府の対応方針

利用者

愛知県からの具体的な事業スキーム等の提案を踏まえ、同
県と速やかに協議し、平成２５年５月を目途に結論を得る。

（平成２４年８月２１日 構造改革特区推進本部決定）

２．政府の対応方針

○ H24.12 愛知県において設置した有識者検討会（※）の
報告書とりまとめ

３．愛知県における対応

（※）国土交通省道路局もオブザ バ として参加（※）国土交通省道路局もオブザーバーとして参加

○ H25.5.28  事業スキーム等を提案
（愛知県 → 国土交通省）



愛知県道路公社の概要

（１）設立年月日 ： 昭和４７年５月１６日

（２）基本財産 ： 出資金 ７３５．８億（２）基本財産 ： 出資金 ７３５．８億
（内訳） 愛知県 ７３５．３億（９９．９％）

豊田市 ０．５億（ ０．１％）

（３）職員数（役員除く。） ： １０５人（平成２４年４月現在）

（４）運営中路線の概要（ ）運営中路線の概要
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※供用延長、交通量、料金収入共に第１位（指定都市高速道路を除く。）
※平成２３年度における料金収入は１６４億円



現行の道路整備特別措置法の考え方

○建設された道路は無料で一般交通の用に供される「無料公開の

原則」。

○一方で、道路の整備を促進するため、借入金により整備し、通

行料金を徴収してその返済に充てる有料道路制度を規定するとと

もに、料金の徴収主体を高速道路会社、地方道路公社等に限定し

ている。

○道路整備特別措置法（昭和三十一年三月十四日法律第七号）（抄）
第三条 会社は、（中略）国土交通大臣の許可を受けて、高速道路を新設し、又は改築

して、料金を徴収することができる。
２～１０（略）

第十条 地方道路公社は、（中略）国土交通大臣の許可を受けて、当該道路を新設し、
又は改築して、料金を徴収することができる。

２～７（略）

第十八条 道路管理者（都道府県道又は市町村道の道路管理者に限る。以下この条にお
いて同じ。）は、（中略）条例で定めるところにより、当該道路を新設し、又は改築
して、料金を徴収することができる。

２～４（略）

○料金は借入金の償還のために徴収するものであり、利潤は含ま

れない。

○道路整備特別措置法（昭和三十一年三月十四日法律第七号）（抄）
第二十三条 料金の額は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一 会社が第三条第一項の許可を受けて新設し、若しくは改築し、又は第四条の規定
により維持、修繕及び災害復旧を行う高速道路（中略）にあつては、協定の対象
となる高速道路（中略）の貸付料及び会社が行う当該高速道路の維持、修繕その
他の管理に要する費用で政令で定めるものを、料金の徴収期間内に償うものであ
ること。

二 （略）
三 前二号の道路以外の道路にあつては、当該道路の新設、改築、維持、修繕その他

の管理に要する費用で政令で定めるものを、料金の徴収期間内に償うものである
こと。

四・五（略）
２～４（略）



 

 

 

 

 

民間事業者による有料道路事業の運営の実現 

 

について（提案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年５月 

愛  知  県 
 

  

知多半島道路 半田中央ＪＣＴ 

知多横断道路 

知多半島道路 



平成２５年５月２８日 

 

国土交通大臣 太 田 昭 宏 殿 

 

 

平成２４年２月２８日付けで構造改革特区提案した「民間事業者による有料道路事

業の運営の実現」について下記のとおり具体的な事業スキーム等を提案するので、道

路整備特別措置法に関し必要な規制の特例措置を講じるよう求めます。 

記 

１. 民間事業者による有料道路事業の運営 

民間における新たな事業機会を創出するとともに、民間事業者の創意工夫を活用

した低廉で良質な利用者サービス等の提供を図るため、道路整備特別措置法に基

づく有料道路事業について、コンセッションを導入し、公社が、民間事業者に対

して運営権の一部を付与する。 

① 運営権付与の方法 

 運営権の付与は、公社と民間事業者間の契約に基づき対価と引き換え

に行う。 

② 付与する運営権の内容 

 徴収する料金収入等は民間事業者自らに帰属する。 
 民間事業者自らの費用負担において有料道路の維持・運営（道路管理

者権限のうち公権力の行使に該当しないものに限る。）を行う。 

③ 運営権対価の価額 

 公社が、あらかじめ、基準となる価額を算定・提示したうえで、民間

事業者からの提案に基づき定める。 

④ 公社の機能 

 有料道路に係る資産・負債の管理 
 民間事業者が納付する運営権対価による建設費等の償還 
 公権力の行使に該当する道路管理者権限の業務 
 民間事業者の運営に対するモニタリング機能 

 

民間事業者による有料道路事業の運営の実現について（提案） 

愛知県知事 大 村 秀 章 



 
 
 
２. 民間事業者へのインセンティブの付与 

民間事業者の創意工夫による利用者サービス向上や集客による増収、効率的管理

に向けた取組を促すため、民間事業者による有料道路やＰＡの運営等の結果生じ

る増収や経費節減等の収支差（プラス）について、一定のルールを設けてインセ

ンティブとして民間事業者に付与するとともに、減収や経費増加等により生じる

収支差（マイナス）についても一定のルールを設けて民間事業者の損失とする。 
 

   《公社運営》 
総収入（単価×利用者数/年×期間）等   

維持管理費等 

   《民間事業者運営》 
総収入（単価×利用者数/年×期間）等 増収 

維持管理費等 節減 

 

３. 道路の利便性向上・維持のための料金徴収継続 

《利便性向上のための料金徴収継続》 

大規模更新やＩＣ等利便性向上のための施設整備が必要な場合（民間事業者か

ら提案のある場合を含む。）においては、民間における事業機会の拡大や、民間

の創意工夫を活用して低廉で良質な利用者サービスの更なる向上を図るため、民

間事業者がこれを行うことを認める。 
この場合において、施設整備等に要した費用については料金収入で償うことと

し、その料金徴収期間については負担の世代間公平の観点から、また、料金の額

については現在の料金の額の範囲内でかつ道路の利便性（定時性・高速性）・安

全性を損なわないことを条件に、民間事業者の提案も求めながら、弾力的に設定

する。 

《維持管理費用の安定確保のための料金徴収継続》 

定時性や高速性など期待される適正なサービス水準の維持に必要な維持管理

費用を受益者負担により安定的に確保するため、料金徴収期間満了後においても、

維持管理費用相当額について料金徴収を継続する。 



維持管理有料の適用について

＜法定要件 ： 道路整備特別措置法第１５条＞

①維持又は修繕に関する工事に特に多額の費用を要する

②本来道路管理者が維持又は修繕に関する工事を行うことが著しく困難又は不適当②本来道路管理者が維持又は修繕に関する工事を行うことが著しく困難又は不適当

※料金徴収期間満了の日の６ヶ月前までに国土交通大臣へ申請が必要

維持管 有料道路事例

関門トンネル 富士山有料道路 真鶴道路
かんもん ふ じ さ ん まなづる

＜維持管理有料道路事例＞

管理主体 ＮＥＸＣＯ西日本 山梨県道路公社 神奈川県道路公社

延長 6.4Km 24.1Km 4.5Km

料金
150円 1 000円 200円

（普通車）
150円 1,000円 200円

S48 11 14～H37 9 30 H17 6 7～H37 9 30 H20 9 4～H40 9 3
維持管理有料期間

S48.11.14～H37.9.30
（民営化後20年間）

H17.6.7～H37.9.30
（20年間）

H20.9.4～H40.9.3
（20年間）


